
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

平成30年12月12日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

平成30年12月12日（水）午前9時30分～ 本庁舎3階会議室301 

２ 出席者 

市民環境経済部 川上参事 

環境課 金森主査、芳賀主査補 

３ 件名 

粗大ごみ処理手数料の見直しについて 

４ 会議結果 

□ 案のとおり決定する。 

■ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

・粗大ごみ処理手数料を現行料金の1.5倍に見直すことについて、廃棄物減量等推進審

議会から了承されているのか。 

⇒「使用料・手数料の考え方」に基づきコスト計算して諮問したところ、改定やむなし

として了承されている。 

・条例の施行日を平成31年10月とする案と、市民サービスを考慮して平成32年1月とす

る案が示されたが、平成32年1月施行とした場合、歳入への影響額はどのくらいか。 

⇒平成32年1月施行の場合、約92万円の増額を見込んでいる。しかし、見直し直前の12

月に駆け込み排出が予想されるため、もう少し少なくなる可能性もあり、実際には、

70～80万円ほどになるのではないかと考えている。 

・平成31年度当初予算で計上した歳入額は、いつ施行する予定として見ているのか。 

⇒試行日を平成31年10月として計上している。 

・施行日は、十分に周知期間をとることや年末の大掃除に排出が増えることを考慮する

と、平成32年1月が良いのではないか。 

・当初、平成31年10月に施行する予定であったが、平成32年1月に変更するとなると歳

入に影響が生じるため、財政課とよく調整してほしい。 

・市民に対する手数料の見直しの事前周知は、議決を得てから行うのか。 

・平成31年2月の議員全員協議会で説明してから、市民に対し周知を行う方が良いので

はないか。また、広報に掲載する平成31年度当初予算の記事の中に併せて掲載する方

が良いのではないか。 

⇒周知について、平成31年2月の議員全員協議会で説明をしてから早めに市民へ周知す

る。また、平成31年度当初予算の記事と併せて粗大ごみ処理手数料の見直しについて

広報に掲載する。 

 



【結論】 

・粗大ごみ処理手数料の改定額については、案のとおり決定する。 

・スケジュールについて、市民サービスを考慮し、条例施行日を平成32年1月に修正す

る。 

・平成31年度当初予算における歳入への影響について担当課と財政課で調整を行うこ

と。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定
を要する事

項）

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

部課名 市民環境経済部環境課

付議事案

   粗大ごみ処理手数料の見直しについて

　・粗大ごみ処理について、平成１９年４月に有料化を導入
　・平成２５年度消費税率改正に伴い、手数料の改定を検討したが印西地区環境
　　整備事業組合構成市町及び組合において、「資源・清掃事業の一元化」を検
　　討していたため見送っている。
　・平成２８年６月に「使用料・手数料の考え方」が改定され、受益者負担率は、
　　１００％とする方針が示され、平成２９年度に市が所管する使用料手数料の全
　　体見直しが実施された。
  ・粗大ごみ処理手数料については、印西地区環境整備事業組合でごみの共同処
　　理を行っており、ごみ処理一元化について検討が行われていたことから、印西
　　市などと協議を行いながら平成３０年度以降に見直すこととされた。
　課題
　・有料化導入後１０年が経過し、処理費用と受益者負担の差が拡大している。

（1）使用料・手数料の考え方に基づいて粗大ごみ処理に関する受益者負担
　　の適正化を図る。
（2）粗大ごみ処理手数料の見直しを行うことにより、安易な排出を抑制し、ゴ
　　ミの減量化を図る。

「使用料・手数料の考え方」に基づいて、現行の処理手数料を１．５倍に改定
する。
  (1）市が収集し、運搬及び処分するとき
　　　基準額：１ｋｇにつき３５円を５２円に改める
　　　品目別に１，７５０円から２，６００円を超えない範囲で、規則で定める額
 （2）市長が指定する処理施設に搬入するとき
　　　基準額：１ｋｇにつき１５円を２２円に改める
　    品目別に７５０円から１，１００円を超えない範囲で、規則で 定める額

平成 30 12 12

付議書（行政経営戦略会議）

スケジュール

・粗大ごみ処理手数料の改定額の決定
・見直しのスケジュール

【部内会議】
・周知期間は半年で十分か。見直しに伴い必要な経費及び歳入額の精査が必要
【関係課（行政経営改革課）との調整】
・印西地区環境整備事業組合を構成する印西市などと協議を行いながら平成３０年
　度以降に見直すことが決定されている。

今後のスケジュール（案）
　　平成３０年度
　　　　　　１２月　部内会議・行政経営戦略会議
　　　　　　　１月　例規審査会（条例・規則）
　　　　　　　３月　３月議会上程（平成３１年度当初予算及び廃棄物の減量
                    　及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例）
　　　　　　　　　　粗大ごみ処理券の残券の対応
　　平成３１年度
　　　　　　　４月　手数料改定の市民への周知
　　　　　　　４月　粗大ごみ処理券販売店との契約変更・説明会の開催
　　　　　　　４月　新様式の処理券発注
　　　　　　１０月　条例施行　改定した粗大ごみ処理手数料による処理開始



■ □ □ □ （ まで）

有
定例記者会見（H31.2)
、プレスリリース(H31.4)

有 議員全員協議会（H31.2)広報・ＨＰ等 有
広報、HP、回覧、説明
会
(H31.4)

有 条例改正（H31.3） 報道発表

参考情報

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

行政経営改革課

554 千円 （うち特定財源 0 千円）

有 審議会等(H30.10答申済み）

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

議会説明

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課



資料１ 

 

１．廃棄物減量等推進審議会の答申内容 

  現行手数料を１．５倍に改定 

※使用料手数料の考え方に基づいた改定手数料と現行手数料の比較 
 現行手数料 改定手数料 差 額 
 収 集 直接搬入 収 集 直接搬入 収 集 直接搬入

重量が15㎏未満のもの 350 150 520 220 170 70

重量が15ｋｇ以上25㎏

未満のもの
700 300 1,040 440 340 140

重量が25㎏以上35㎏未

満のもの
1,050 450 1,560 660 510 210

重量が35㎏以上45㎏未

満のもの
1,400 600 2,080 880 680 280

重量が45kg以上60㎏未

満のもの
1,750 750 2,600 1,100 850 350

 

（１）粗大ごみ処理手数料の原価計算方法 

   原価は、「使用料・手数料の考え方」に基づき、人件費、物件費、減価償却費、その

他の経費の合計を年間コストとして算出しており、受益者負担率１００％で算出し、

手数料の改定率は５０％を超えないものとした。 

   

  ※原価計算結果 （１点当たり15㎏を想定）          

項   目 収集分 持込分 

①人件費 0円 331.2円

②物件費 2,251.5円 792円

③減価償却費 0円 0円

④その他の経費 0円 0円

合計（望ましい料金単価） 2,251.5円 1,123.2円

改定上限額 525円 225円

手数料改定（案） 520円 220円

（２）見直しの周期 

「使用料・手数料の考え方」に基づき、状況の変化に対応し、手数料は原則３年ご

とに適宜見直しをする。 

 

２．付帯意見 

  今回、白井市廃棄物減量等推進審議会に諮問したところ、「粗大ごみ処理手数料の見直

し」を検討する中で、併せて取組むべき施策について下記の意見が付された。 

（１） 粗大ごみ処理手数料の一元化 

印西地区環境整備事業組合を構成する３市町でごみ処理手数料が異なっているが、

同一であるべきであり、今後手数料の一元化に向けた協議を望みます。 

（２）ごみの削減等の検討 

現在検討が進められているクリーンセンターの建替えもごみ量で負担が変わってく



 

るため、手数料の改定だけでなくごみの減量等も併せて検討すべきである。 

（３）ごみ処理費用に関するていねいでわかりやすい説明と周知 

ごみ処理には排出者から徴収している手数料の他に、多額の税金が投入されている

ことを知らない人が多いため、市民にわかりやすくていねいな説明を行うことが必要

である。 

また、納税者として受益者負担１００％は十分理解できるが、十分納得できる説明

が必要で、広報やホームページ以外にもＳＮＳなどいろいろな媒体を通じて周知する

必要がある。 

（４）高齢者等への配慮 

 粗大ごみの搬出について、高齢者等に対して粗大ごみの持ち出し収集による支援

はあるが、この対象には到らないが支援を必要とする人の増加が今後見込まれるため、

支援のありかたについて検討することが望まれる。 

また、「粗大ごみの持ち出し収集」についてさらに周知を行う必要がある。 

 

３．近隣市の粗大ごみ処理手数料 

 収  集 直接搬入 

印西市 無料 無料 

栄町 容積によって料金が異なる（シ

ール方式） 

0.05 (110円)～0.75 (770円)

無料 

鎌ケ谷市 一点につき860円 一点につき430円 

佐倉市 品目によって異なる 

500円～1,500円 

10㎏ごとに350円 

八千代市 品目によって異なる 

300円～600円 

品目によって異なる 

150円～300円 

船橋市 品目によって異なる 

360円～1,440円 

10㎏ごとに150円＋消費税 

柏市(南地域を除く) １点1,080円 10㎏ごとに194.4円 

 

４．見直しによる効果額 

 H29決算 H30当初 H31(案) H32(案) 

現行のごみ処理手

数料 
9,445千円 9,350千円 9,350千円 9,350千円

見直し後のごみ処

理手数料 
－ － 11,195千円 12,600千円

効果額 － － 1,845千円 3,250千円

＊歳入増については、Ｈ２９年度粗大ごみ処理手数料実績により推計 



資料２ 

 

 

○印西クリーンセンターへの粗大ごみ搬入量の推移 

 

 

○粗大ごみ処理手数料納入実績 

 販売店分 直接搬入分 
歳入合計 

枚 数 金 額 点 数 金 額 

H27年度 合計 20,958 7,335,300 9,799 1,660,350 8,995,650

H28年度 合計 20,356 7,124,600 10,770 1,858,950 8,983,550

H29年度 

  

  

上半期 11,609 4,063,150  

下半期 10,361 3,626,350  

合計 21,970 7,689,500 10,355 1,755,300 9,444,800

H30年度 

  

  

上半期 11,253 3,938,550 5,625 947,400 4,885,950

下半期  

合計 11,253 3,938,550  

H31年度 

推計 

 

上半期 13,000 4,550,000 6,500 975,000 

下半期 9,000 4,680,000 4,500 990,000 

合計 22,000 9,230,000 11,000 1,965,000 11,195,000

H32年度 

推計 

 

上半期 10,000 5,200,000 5,000 1,100,000 

下半期 10,000 5,200,000 5,000 1,100,000 

合計 20,000 10,400,000 10,000 2,200,000 12,600,000

※平成 31 年度は前半は料金改定に伴う搬入増、後半は減少する見込みとした。 

 平成 32 年度は有料化導入時の傾向から搬入量は減少する見込みとした。 
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